
■経営発達支援事業　定性事項の総括と評価

委員会外部委員による評価

評価

A

評価

A

評価

経営発達支援計画で掲げるセミナー開催回数には届か
なかったものの、具体的に域内小規模事業者のニーズ
を捉えたセミナーを集中的に開催できている。

また、伴走型事業も活用し、県を跨い
だ販路開拓事業を実施したことも評価
でき、次年度も期待したい。

定点観測が実効性を高めると考えられる地域経済動向
調査の実施、および需要動向調査を前年に継続して実
施できたことは評価できる。

今後も、経営発達支援事業に則した各
種取り組みを各委員会で協議し、継続
した取り組みを期待したい。曽於市地
域経済活性化検討委員会の開催回数は
1回に留まったが、他委員会との有機
的連携が図れていることは評価でき
る。

実績（商工会記載） 今後の取り組みと課題

「新事業開発検討委員会」を2回開催し事業の効果的な推
進、検証、評価、見直しを行った。また、「曽於市地域経
済活性化検討委員会」を１回開催し、地域経済へ波及効果
のある事業等を調査・研究・検証・実施するとともに、
「食育の町”曽於市”推進検討委員会」と連携しての事業
展開を検討した。「食育の町”曽於市”推進検討委員会」
を7回開催し、新たな「食」を通じた事業を起ち上げたと
ともに地元高校生を運営主体とした「高校生レストラン」
を開催したほか、「食育」をテーマとしたセミナーを開催
した。

昨年度に続き、鹿児島大学法文学部と業務委託契約を締結
し、連携して地域経済動向調査並びに需要動向調査を実施
し、その結果を集計・分析し会報・ＨＰにて域内小規模事
業者へフィードバック。小規模事業者の商品・サービスの
販路開拓や改善等に繋がる支援を行った。

経営状況分析を通じ、経営課題改善に資すことを目的に各
種セミナー開催した。新規創業者支援を目的とした事業計
画策定セミナーのみならず、事業計画策定後の支援とし
て、販路開拓に結び付くGoogle活用セミナーや事業承継
に係るセミナー等、より時流に則した内容のセミナーを積
極的に開催した。

鹿児島市中央駅アミュプラザ、鹿児島市天文館のかご市、
イオンタウン姶良、宮崎県イオンモール都城駅前等におい
て販売・ＰＲ・商談会を実施。これらの物産展に関して
は、曽於市とも連携して特色ある商品のＰＲによる新たな
販路開拓等に繋がる支援を実施した。
開催した物産展等を通じ、卸取引（BtoB）に繋がった成
功事例もできた。

　「新事業開発検討委員会」「曽於市地域
経済活性化検討委員会」「食育の町”曽於
市”推進検討委員会」の３委員会を組成し
経営発達支援計画の目標に向かって事業を
効率的に推進し、あわせて事業状況及び成
果に関する検証・評価・見直しを行うこ
と、地域経済へ波及効果のある事業等を調
査・研究・検証・実施すること、地域の
「食」の発信に係る今後の方向性等を関係
機関と共有することを目的とする。

3

4

域内小規模事業者持続的かつ成長的な事業
の発展に向け、専門家を活用した指導によ
り小規模事業者の経営状況や経営課題につ
いて経営分析及び情報等の整理を行い、適
切かつ効果的な経営の改善に資する支援を
行うことを目的とする。

昨年度は鹿児島市内の飲食店と連携した商品開発が実現で
きたが、今年度は実績ができなかった。しかしながら、地
元資源を利活用した商品・サービスの開発が●者実現して
いる。

「曽於市フェア」の開催、連携先関係諸機
関と連携した販路開拓支援、曽於市繋がり
の活用に取り組むことにより域内小規模事
業者の特色ある商品・サービスの情報発
信、需要動向調査等を踏まえた販路開拓支
援、郷土出身者のネットワークを活用した
新たな販路開拓につながる支援を目的とす
る。

需要開拓支援
（物産展・商談会・広報等）

6 その他

エキスパートバンク、ミラサポを活用した専門家活用によ
り域内小規模事業者の適切かつ効果的な経営の改善に資す
る支援を行った。専門家から指導やアドバイスを頂いた域
内小規模事業者の方々から、商工会のリアルタイムな対応
に満足するとともに今後もパートナーとしての支援をお願
いしたとの声をいただいた。

セミナー・講習会

曽於市地域にフォーカスした地域経済動向
調査を実施し、より密接したマーケット
データを域内小規模事業者へフィードバッ
クすること、人口集中スポットにおいて、
物産展等を活用し小規模事業者の商品や
サービスについて消費者の需要動向を調査
し、商品・サービスの販路開拓や改善等に
繋げることを目的とする。

専門家活用

業
績
評
価

目標・目的（商工会記載）

2

経営状況分析を通じ、経営課題改善に資す
ことを目的に各種セミナーの開催、個社の
持続的発展に資する事業計画策定支援と、
新規創業者支援を目的に事業計画策定セミ
ナーの開催。

委員会等の開催

5

商品・役務の需要動向、地域経済
動向等に関する調査・分析・情報
提供

1

項目

鹿児島市の飲食店と連携し、地域資源を活
用した新メニューを開発するとともに開発
した新メニューのＰＲへの取り組み域外商
工会と連携することにより地域資源の需要
を創出することを目的とする。

地元小規模事業者の新商品・新サービスの開発は実現できたものの、経営発達支
援計画に掲げる他地域飲食店との連携による開発には至らなかった。
次年度以降は様々なネットワークを利活用し、これをさらに進めていく必要があ
る。

Ａ：目標を達成することができた。（１００％）

Ｂ：目標を概ね達成することができた。（８０％～９０％）

Ｃ：目標を半分しか達成できなかった。（３０％～７９％）

Ｄ：目標をほとんど達成することができなかった。（３０％未満）

専門家を活用することで具体的に商品開発に結び付いた事例もあったほか、商標
登録申請等の知的財産形成に繋がる事例もあった。今後も、域内小規模事業者の
より高度化・多様化する専門的な相談にに的確に対応するために関係機関との連
携を密にし、エキスパートバンク、ミラサポ、よろず支援を有効活用していく必
要がある。

今後は、セミナーで得た知見を小規模事業者が実務上で利活用できる支援を実施
していくことが必要であるほか、事業計画策定により国や県、曽於市の様々な支
援を受けた域内小規模事業者が新たな販路開拓や新商品・新サービスの開発等の
目標を達成できるように小規模事業者寄り添った細やかな支援を行うことが重要
である。

今年度は、消費者の需要動向調査として隣接する姶良市、宮崎県第２の商業都
市・都城市をターゲットとした物産展を開催。これ以外にも、鹿児島市中心部等
において需要動向調査を実施。
複数の中心商圏において多角的に調査を実施した。
今後は調査結果を具体的に個社の経営計画策定や経営に活用できる支援、アフ
ターフォローを密にしていくことが重要である。

引き続き、曽於市、鹿児島大学法文学部、ＪＡそお鹿児島農業協同組合、鹿児島
県立曽於高等学校、農業生産者との連携をより強化していくことで、経営発達支
援計画期間中における各取り組みをより効果的なものとしていく。
今後も、継続した広域販路開拓支援事業「やどかりプロジェクト」による広範的
な販路開拓支援、ならびに鹿児島県内外の周辺地域における地域に根差した物産
展開催による直接的な販路開拓支援を実施していくほか、「食育」に関連した地
元産食材を利活用した新商品開発と情報発信のためのワークショップやイベント
等を継続して実施していく必要がある。

令和元年度　経営発達支援事業評価報告書
事業評価委員会名：曽於市商工会　新事業開発検討委員会
事業評価委託外部委員：鹿児島大学法文学部　教授　萩野　誠
事業評価委託外部委員：シオン経営コンサルティング代表　中小企業診断士　新屋敷　辰美
事業評価委託外部委員：曽於市商工観光課　課長　竹田　正博

NO

しかしながら、地元事業者の商品・
サービスは着実に進めており、次年度
以降に期待できる取り組みとなってい
る。

物産展については次年度も重要な事業の一つとして複数回計画し進めていく。
曽於市は鹿児島県内でも県民認知度の低い自治体の一つである。これを払拭して
いくことも地域力の向上、さらには域内小規模事業者のブランド力向上に繋がる
ものと考えることから、鹿児島県内、もしくは周辺地域での物産展開催を継続し
ていきたい。 評価

A

評価

A

本委員会で組成する３委員会が都度運営され、内容あ
る協議を重ねるとともに有機的に連携し、様々な事業
を実現できたことは評価に値する。

商工会の経営支援メニューの特長の一つである専門家
派遣を大いに活用し、域内事業者を多数支援。

経営発達支援計画に掲げる鹿児島市内飲食店とコラボ
レーションしての曽於市産食材を活用した新メニュー
開発には至っていない。

今後は、BtoCのみならず、BtoBへも
深化しつつあり、本年度はこの評価と
したい。

今年度は曽於市商工会独自の物産展を2回、これ以外
にも複数の物産展、イベントに参加し販路開拓に取り
組んでいる。

セミナー内容も時流を捉えたものと
なっており、目標回数には届かなかっ
たものの、他事業の推進度合を考慮し
評価に値するものと判断。

評価

A

経営指導員の知見を補い、余りある知
見を事業者へ提供できたと判断し、こ
の評価とする。

A
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18事業者
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32事業者

3回

2回

20事業者

4事業者

100%

100%3回

138%

1事業者

年4回（延べ160事業者）

年4回

3回

5事業者

　３．曽於市繋がりの活用

　４．新たな需要に対応するための新商品・新サービスの開発

　５．商工会HPでの広告事業者数

150サンプル

4回

20事業者

実績

21回 78%

7事業者 9事業者

年1回 A25%

100%１．地域景況調査集計・分析・作成

２．総合経済動向調査分析・作成

１．個社の経営状況調査

目標項　　目 達成度

◆個社の持続発展に資する事業計画策定支援事業

１．経営計画策定セミナー

４．創業支援者数

27回

3

96事業者

評価項目

5
新たな需要
の開拓に寄
与する事業

経営状況の
分析

4
需要動向調
査

事業計画策
定支援

1
地域経済動
向調査

◆都市部における個社の商品・サービスの需要動向調査事業

7
経営指導員
等の支援能
力向上

◆先進地取り組みを踏まえた地域活性化の方向性検討事業

１．「曽於市地域経済活性化検討委員会」を組成・運営

　８．ＢtoＢの成立

6
地域経済の
活性化に資
する取組

◆地域と個社のブランド力向上による新販路開拓支援事業

３．情報の提供件数（特産品・土産品小売業）

8

　６．ＳＮＳによる広告事業者数

区分

１．都市部における需要動向調査（調査サンプル数）

　７．マスメディアでの広告事業者数

２．創業支援セミナー

具
体
的
事
業
評
価

事業の成
果、評価及
び見直しを
するための
仕組みの構
築

128%

12事業者

　１．物産展・商談会「曽於市フェア」の開催

◆小規模事業者を取り巻く地域経済環境調査事業

0%

32事業者

4回

２．情報の提供件数（製造業）

３．事業計画策定事業者数

１．新事業開発検討委員会での評価・検証・見直し

　２．連携先関係機関と連携した販路開拓支援

４．情報の提供件数（地域資源を活用している飲食業）

実施

２．ホームページでの公表

93%

46%

658サンプル 438%

10事業者

4事業者 100%

100%

75%

◆商工会職員の伴走型事業実施に向けたモチベーションアップ事業

１．商工会職員向けモチベーションアップセミナーの開催

◆経営発達支援計画履行に係る評価・検証事業

24事業者

0回

52事業者

2

◆小規模事業者の経営状況調査・分析

年4回（延べ160事業者）

89事業者

２．経営課題改善セミナー

Ａ：目標を達成することができた。（１００％）
Ｂ：目標を概ね達成することができた。（８０％～９０％）
Ｃ：目標を半分しか達成できなかった。（３０％～７９％）
Ｄ：目標をほとんど達成することができなかった。（３０％未満）

備考

ほぼ定量目標を充足できたものの、100％達
成項目がないため全体としてはＢ評価とす
る。

創業支援セミナーは開催できなかったもの
の、経営計画策定セミナーへ創業者も参加を
呼びかけることでこれを担保。また、商工会
の伴走した個別支援で創業実績は目標を超過
した。

実績にバラツキはみられたが、新たな需要開
拓のための取り組みには着手できていると判
断。「４．新たな需要に対応するための新商
品・新サービスの開発」についてはブラッ
シュアップ件数も含む。

委員会開催は1回にとどまったが、産学連携事
業や新たな「食」に係るプロジェクトを組成
した。

総合経済動向調査については、調査委託先と
の協議で年一回の報告とした。

A

令和元年度の経営発達支援事業についても、経営発達支援計画に記載した各種事業を伴走型小規模事業者支援推進事業
を活用しつつ、概ね当初目論見に則し取り組めたものと評価できる。総合的に、時間と労力に限りがある中にあっても
様々な事業に着手し、相応の成果を挙げることができたと判断した。
今後については、個社単位での大きな成果も見据えた経営支援を展開していくことを期待したい。加えて、限りある商
工会運営資源において、商工会内部のオペレーションも常に把握・コントロールしつつ、よりスムーズで効果的な事業
を実施できるよう引き続きお願いしたい。

定量目標なし

評価

A

A

評価委員会による本年度事業に係る評価と総括

総合評価

A

A

B

B


